
資料１４

全 造 幣 労 働 組 合 

 

国家公務員制度改革推進本部 労使関係制度検討委員会 

ヒアリング事前提出資料 

 

１ 概要  

 

（３）労働組合の加入状況 

平成２０年１２月１日現在 

大阪事務所 東京事務所 広島事務所 合  計 

598 名 153 名 250 名 1,001 名 

 

 

２ 当局の状況  

（１）労使関係担当部局…総務部職員課 

（２）給与等労働条件を決定する部局…総務部人事課 

 

３ 平成 19 年度の労使交渉の状況  

（１）交渉回数・時間 

①中央交渉…９０回 

②地方交渉…９９回（大阪４２回、東京２８回、広島２９回） 

※交渉時間については 10 分程度から数時間に及ぶこともあり、様々である。 

 

（２）労使の交渉人員数 

地方交渉委員  
中央交渉委員 

大阪 東京 広島 

当局側 １２名 ６名 ６名 ４名 

労組側 １２名 ６名 ６名 ４名 

 

（３）交渉テーマ 

①中央交渉 

・給与、手当、賞与に関する交渉（２４回） 

・作業計画に関する交渉（１３回） 

・勤務時間、休暇等に関する交渉（１３回） 

・総合的労働条件改善等に関する交渉（７回） 

・その他（３３回） 

②地方交渉 
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・作業計画に関する交渉（５３回） 

・勤務時間、休暇等に関する交渉（１５回） 

・その他（３１回） 

 

（４）協約締結状況 

別紙１のとおり 

 

（５）交渉不調の場合と対応 

労使共に当事者能力を発揮し、自主交渉、自主決着に努めているところであるが、交渉

不調となってしまった場合には「あっせん、調停及び仲裁に関する協約」第２条に基づき、

中央労働委員会に対して調停及び仲裁を申請することとしている。 

 

【参考】あっせん、調停及び仲裁に関する協約 

（あっせん又は調停） 

第２条 紛争の解決がつかない場合は、甲乙双方又は一方は、中央労働委員会（地方にあっては地方事務所）に、

当該事案についてあっせん又は調停の申請を行うことができる。 

２ あっせん案又は調停案については、甲及び乙の双方は誠意をもってこれを尊重し、紛争の解決を図らなければ

ならない。 

 （仲裁） 

第３条 次の各号の一に該当するときは、甲乙の双方又は一方は、中央労働委員会に仲裁の申請を行うことができ

る。 

 一 あっせん又は調停の開始後２か月を経過してなお紛争が解決しないとき 

 二 あっせん又は調停の開始後２か月以内にあっせん案又は調停案が提示され、なお紛争が解決しないとき 

 三 労働協約の条項の解釈及び労働基準法第３６条の規定による協定に関し、甲及び乙の意見が対立し、交渉に

よって解決しないとき。 

２ 甲及び乙の双方が事案の性質上あっせん又は調停を経由せず、仲裁の申請を行うことを適当と認めたときは、

甲乙の双方又は一方は、中央労働委員会に仲裁の申請を行うことができる。 

 

 

４ 労働条件の決定方法  

  (1) 給与  

（問①） 給与に関する交渉は、本局で一括して行っているか。各支局等における交渉

に決定を委ねているものがあるか。 

（答） 本局で一括して行っている。 

給与に関する交渉は、すべて中央交渉事項であり、本局において中央交渉委員

により交渉を行っている。 
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（問②） 給与水準は、基本的にどのような考え方で、労使交渉等で決定しているか。

収支状況等により、経営指標に連動して給与水準が変動することになると見込

んでいるか。 

（答） 民間賃金準拠に基づいて決めたとされているが、現行の給与水準は、民間より

低いと認識している。 

したがって、例年の交渉では真に公正な給与水準を求めて交渉をしているが、

当局の主張とは乖離があるため、組合要求の実現はしていない。 

独立行政法人移行後、毎年高収益を上げているにも関わらず、この間、給与

水準に反映されたことは皆無であり、経営指標に連動して給与水準が変動して

いない。 

 

 

（問③） 時系列で、給与決定プロセスはどのようになっているか。 

（答） 新賃金（基準内賃金）の決定プロセスを申し上げると、 

① 新賃金について、全造幣労働組合から「○年４月１日以降の賃金引上げに関

する要求書」の提出を受け、団体交渉開始。 

② 当局は、独立行政法人通則法第５７条の規定に基づく考慮要素（民間企業の

従業員の給与の動向等）が把握できた段階で、それらを総合的に勘案し、全造

幣労働組合に対し回答。 

③ 当局の回答に組合が合意すれば決着。組合が回答を不服とし、さらに自主交

渉での決着を断念した場合、中央労働委員会に調停申請することを当局に事前

通告した後、調停申請。 

④ 中央労働委員会は、事情聴取を労使双方から実施後、調停案を提示。労使で

調停案を受諾した場合、紛争は決着。調停不調の場合は、仲裁へ移行し、仲裁

裁定を受けることとなる。この場合、労使は裁定に服従義務がある。 

⑤ 新賃金について決着後、労働組合から配分要求書の提出を受け、団体交渉開

始。 

⑥ 配分交渉が妥結に至れば、関係する労働協約等を整備し、必要に応じて差額

追支給等を実施。 

 

（問④） 独立行政法人に移行してから、給与水準は上がったか、下がったか。その要

因は何か。 

（答） 独立行政法人移行当初に民間の賃金事情に考慮したとして賃下げが行われた。 

また、一般国家公務員の給与構造改革に連動する形で平均４．８％の引き下

げがされたため、昨年の賃上げを考慮しても独立行政法人移行してから給与水

準が下がったと認識している。 
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《参考-1》 ○「独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）」（抄） 

 

（職員の給与） 

第 57 条  特定独立行政法人の職員の給与は、その職務の内容と責任に応ずるもので

あり、かつ、職員が発揮した能率が考慮されるものでなければならない。 

2  特定独立行政法人は、その職員の給与の支給の基準を定め、これを主務大臣に届

け出るとともに、公表しなければならない。これを変更したときも、同様とする。

3  前項の給与の支給の基準は、一般職の職員の給与に関する法律（昭和 25 年法律第

95 号）の適用を受ける国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与、当該特定独

立行政法人の業務の実績及び中期計画の第 30条第 2項第 3号の人件費の見積りそ

の他の事情を考慮して定められなければならない。 

 

《参考-2》 ○「国の経営する企業に勤務する職員の給与等に関する特例法（昭和 29

法律第 141 号）」（抄） 

 

（給与の根本原則）  

第 3 条  職員の給与は、その職務の内容と責任に応ずるものであり、且つ、職員が

発揮した能率が考慮されるものでなければならない。  

2  職員の給与は、一般職の職員の給与に関する法律 （昭和 25 年法律第 95 号）の

適用を受ける国家公務員及び民間事業の従業員の給与その他の事情を考慮して定

めなければならない。 

 

 

《参考-3》 ○「（独）国立印刷局及び（独）造幣局平成 20 年度新賃金調停について（経

過説明）（平成 20 年 5 月 14 日調停委員長）」（抄） 

 

「2 両調停委員会は、両法人の労使の主張を十分に検討し、さらに、独立行政法人
通則法に規定されている職員の賃金を決定する際考慮する事項である国家公務
員の給与、民間企業の従業員の給与その他について総合的に勘案して、調停案を
作成しました。」 

 
《参考-4》　国家公務員給与と造幣局職員給与のラスパイレス比較（平成15～19年度・事務技術職

区分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度
対　国家公務員
（行政職（一））

93.6 95.5 94.4 95.4 95.5

（注）このラスパイレス指数は、総務省ガイドラインに基づき、国家公務員の事務技術職（行政職
（一））と造幣局職員の事務技術職（一般職）を比較したもの  
 

 

（問⑤） 具体的には、交渉で、給与制度のどの部分を決定しているか。運用の細部に

ついては、どのように決定しているか。いわゆる配分交渉は、どのように行

っているか。 

（答） 給与制度の決定に関する団体交渉は、当局側は理事、労働組合側は中央執行委

員長を筆頭にした交渉委員により行っており、交渉事項については、給与制度を

新設若しくは改定する上で、主軸となるものについてとなる。 
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したがって、附随して変更を要するような運用の細部などは、「団体交渉」で

はなく、「事務折衝」という形で、労使ともに、中央交渉委員の中でも実務を把

握している委員を集めて、別途交渉を進めることとしている。それら細部を詰め

たうえで、最終的に団体交渉において総合的に給与制度の改正等について決定を

している。 

 

平成 20 年の新賃金配分交渉について具体的に申し上げると、 

① 団体交渉により、労働組合から配分に関する要求書が提出（6/20）。 

② 事務折衝により、配分の当局側の考え方について、労働組合に対し概要説

明。労働組合は、部分的に再考を要請するものの、全般的には持ち帰り検

討（9/4）。 

③ 事務折衝により組合から再考要請の検討結果の確認。当局の検討結果に対

し、組合は持ち帰り検討（9/8）。 

④ 団体交渉により、当局がこれまで回答してきた内容を改めて正式に確認。

組合は、大綱的に合意（9/9）。 

⑤ 事務折衝により、当局は、9/9 の団体交渉において大綱的に合意した内容

に基づき作成した新俸給表等を労働組合に提示し、説明。組合は持ち帰り

内容検討（9/18） 

⑥ 団体交渉により、組合は 9/18 に提示を受けた内容を検討した結果、大綱

合意した内容と相違ないことを確認したことを表明。最終合意（9/24）。 

    

（問⑥） 協約では、給与に関する事項をどの程度定めているか。 

（答） 協約では、給与に関する本質的な部分を定めており、当局側における諸手当の

認定や支払いに関する事務手続き等については定めていない。 

また、非組合員である管理職職員に関する規定（当該職員の俸給表等）も定め

ていない。 

 

《参考》○「特定独立行政法人等の労働関係に関する法律（昭和 23 年法律第 257 号）

 

（団体交渉の範囲） 

第 8 条  第 11 条及び第 12 条第 2 項に規定するもののほか、職員に関する次に掲げ

る事項は、団体交渉の対象とし、これに関し労働協約を締結することができる。

ただし、特定独立行政法人等の管理及び運営に関する事項は、団体交渉の対象と

することができない。 

一  賃金その他の給与、労働時間、休憩、休日及び休暇に関する事項 

二 昇職、降職、転職、免職、休職、先任権及び懲戒の基準に関する事項 

三 労働に関する安全、衛生及び災害補償に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、労働条件に関する事項 
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（問⑦） 労働組合に加入していない職員の給与は、どのように決定しているか。 

（答） 非組合員の職員の給与は、組合員の改正に準じ、また、組合員との均衡を考慮

しながら決定している。なお、この場合も、一般国家公務員を重要な指標として

いるところである。 

当該決定事項は、造幣局の全職員を対象とする給与に関する定めである「独立

行政法人造幣局職員給与規程」において定めている。当該規程は労働基準法上の

就業規則の一部を構成しているものであり、労働組合に加入していない職員につ

いても労働組合に加入している職員と同様となっている。 

 

 

  (2) 勤務時間その他の労働条件  

（問①） 交渉は、本部で一括して行っているか。個々の支局等における交渉に決定を

委ねているものがあるか。 

（答） 本局で一括して行っている。 

勤務時間に関する交渉は、下記以外は中央交渉事項であり、本局において中央交

渉委員により交渉を行っている。 

個々の支局等における交渉に決定を委ねているもの 

① 年次休暇の計画的付与及び夏季における特別休暇の具体的な日程の設定 

② 一斉休憩の適用除外に関する協定 

 

（問②） 具体的には、交渉で、勤務時間制度等のどの部分を決定しているか。運用の

細部については、どのように決定しているか。 

（答） 特定独立行政法人の職員の勤務時間、休憩、休日及び休暇については、《参考》独立

行政法人通則法第 58 条の規定の趣旨に則り、「一般職の職員の勤務時間、休暇等

に関する法律の適用を受ける国家公務員の勤務条件その他の事情を考慮」のうえ、

労働組合との団体交渉を行い、造幣局の勤務体制に合った勤務時間帯の設定・運

用並びに各種休暇の具体的内容及び付与日数等を協議し、決定してきたところで

ある。 

勤務時間等に関する団体交渉は、当局側は理事、労働組合側は中央執行委員長を

筆頭にした交渉委員で行われるものであり、交渉事項については、勤務時間等に

ついて制度を新設若しくは改定する上で、主軸となるものについてとなる。 

したがって、附随して変更を要するような運用の細部などは、「団体交渉」では

なく、「事務折衝」という形で、労使ともに、中央交渉委員の中でも実務を把握し

ている委員を集めて、別途交渉を進めることとしている。それら細部を詰めたう

えで、最終的に団体交渉において総合的に勤務時間等の制度の改正等について決

定をしている。 
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《参考》 ○独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）（抄） 

 

（職員の勤務時間等） 

第 58 条  特定独立行政法人は、その職員の勤務時間、休憩、休日及び休暇について規

程を定め、これを主務大臣に届け出るとともに、公表しなければならない。これを

変更したときも、同様とする。 

2 前項の規程は、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律（平成 6 年法律第

33 号）の適用を受ける国家公務員の勤務条件その他の事情を考慮したものでなけれ

ばならない。 

 

 

（問③） 協約では、勤務時間その他の労働条件に関する事項をどの程度定めているか。

（答） 協約では、勤務時間その他の労働条件の本質的な部分を定め、当局側における

勤務時間等に関する具体的な運用及び事務手続きについては定めていない。 

 

（問④） 労働組合に加入していない職員の勤務時間等は、どのように決定しているか。

（答） 職員の勤務時間等については、職員の過半数で組織する労働組合との協約を締

結したうえで、同じ内容を全職員を対象とする勤務時間等に関する定めである

「独立行政法人造幣局職員勤務時間等規程」において定めている。当該規程は労

働基準法上の就業規則の一部を構成しているものであり、労働組合に加入してい

ない職員についても労働組合に加入している職員と同様となっている。 

 

５ 労使交渉等の透明性の向上  

（問（1）） 給与等に関する事項をどの程度、どのような方法で公開しているか。 

（答） 組合として、公開はしていないが、当局のホームページ上において公開してい

る。 

 

 

（問(2)） 労働協約など労使交渉に関する事項の公開について、どのように考えるか。

（答） 基本的には､労使交渉に関しての事項については、公開する必要がないと考える

が、当局が関係規程を公開しており、実質的に公開されているものである 

    



別紙１ 
平成１９年度労使協約締結の実績について 

 
№ 協 約 名 締結年月日 
１ 平成１９年６月における夏期手当の支給に関する協約 平成１９年６月１９日 
２ 給与体系の実施に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年７月３１日 
３ 職員の育児休業等に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年７月３１日 
４ 職員の自己啓発等休業に関する協約 平成１９年７月３１日 
５ 非常勤職員の就業に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年７月３１日 
６ 休職に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年７月３１日 
７ 職員の勤務時間等に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年７月３１日 
８ 組合活動に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年７月３１日 
９ 俸給暫定調整額支給細目に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年７月３１日 

１０ 期末手当及び奨励手当の支給細目に関する協約の一部改正に関

する協約 
平成１９年７月３１日 

１１ 通勤手当の支給に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年７月３１日 
１２ 初任給調整手当の支給に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年７月３１日 
１３ 初任給、昇格、昇給等の実施に関する協約の一部改正に関する

協約 
平成１９年７月３１日 

１４ 給与額等を算出する場合の端数の取扱いに関する協約の一部改

正に関する協約 
平成１９年７月３１日 

１５ 俸給の特別調整額の支給に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年７月３１日 
１６ 団体交渉に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年８月２３日 
１７ 給与額を算出する場合の端数の取扱いに関する協約の一部改正

に関する協約 
平成１９年８月２９日 

１８ 給与体系の実施に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年８月２９日 
１９ 非常勤職員の就業に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年９月２８日 
２０ 外部との連絡調整を必要とする職務に従事する職員の勤務時間

に関する協約の一部改正に関する協約 
平成１９年９月２８日 

２１ 職員の勤務時間等に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年９月２８日 
２２ 俸給の特別調整額の支給に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年９月２８日 
２３ 期末手当及び奨励手当の支給細目に関する協約の一部改正に関

する協約 
平成１９年９月２８日 

２４ 給与体系の実施に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年９月２８日 



 
№ 協 約 名 締結年月日 
２５ 期末手当及び奨励手当の支給細目に関する協約の一部改正に関

する協約 
平成１９年１０月１日 

２６ 単身赴任手当の支給に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年１０月１日 
２７ 通勤手当の支給に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年１０月１日 
２８ 住居手当の支給に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年１０月１日 
２９ 広域異動手当の支給に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年１０月１日 
３０ 職員の勤務時間等に関する協約の一部改正に関する協約 平成１９年１０月１日 
３１ 平成１９年１２月における年末手当の支給に関する協約 平成１９年１１月２９日

３２ 期末手当及び奨励手当の支給細目に関する協約の一部を改正す

る協約の一部を改正する協約 
平成１９年１２月４日 

３３ 給与体系の実施に関する協約の一部改正に関する協約 平成２０年３月２８日 
３４ 非常勤職員の就業に関する協約の一部改正に関する協約 平成２０年３月２８日 
３５ 職員の育児休業等に関する協約の一部改正に関する協約 平成２０年３月２８日 
３６ 警備員の勤務時間に関する特例に関する協約 平成２０年３月２８日 
３７ 職員の勤務時間等に関する協約の一部改正に関する協約 平成２０年３月２８日 
３８ 期末手当及び奨励手当の支給細目に関する協約の一部改正に関

する協約 
平成２０年３月２８日 

３９ 俸給の特別調整額の支給に関する協約の一部改正に関する協約 平成２０年３月２８日 
４０ 地域手当の支給割合の特例に関する協約の一部改正に関する協

約 
平成２０年３月３１日 

 


	資料１４－１
	資料１４－２

